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平成31年度小城市予算主な事業一覧　

頁 事　業　名 事業費：千円

防災対策課 1 LED防犯灯設置補助事業 5,014

2 防災対策事業 22,096

総合戦略課 3 ホームページ管理更新事業 7,423

4 ふるさと納税推進事業 1,172,524

5 子育てオフィス実証事業 3,040

環境課 6 天山地区共同環境組合事業（建設） 1,826,473

社会福祉課 7 子どもの医療費助成事業 172,443

8 （新規）病児保育施設整備事業 47,778

高齢障がい支援課 9 地域密着型サービス等整備助成事業 75,200

健康増進課 10 健康マイレージ事業 736

11 定期予防接種事業（A類疾病） 96,273

12 任意予防接種費用助成事業 4,136

農林水産課 13 漁港維持管理事業 23,326

農村整備課 14 基盤整備促進事業 105,216

15 農業基盤整備促進事業 125,695

商工観光課 16 地域観光資源活用空間創出事業 3,553

建設課 17 (新規)県営整備推進事業 28,712

18 社会資本整備総合交付金事業（維持補修） 10,000

19 道路新設改良事業 80,283

20 社会資本整備総合交付金事業(新設改良) 66,540

21 社会資本整備総合交付金事業(橋りょう補修） 80,500

下水道課 22 三日月処理区事業 647,501

（下水道特別会計） 23 小城処理区事業 291,294

（裏面へ続く）

建設部

所　　属

総務部

市民部

福祉部

産業部



頁 事　業　名 事業費：千円

都市計画課 24 牛津拠点地区市街地活性化推進事業 23,463

25 牛津まちなかにぎわい広場整備事業 54,517

26 牛津駅周辺整備事業 502

27 牛津子育て支援集合住宅整備事業 161,500

28 道路網及び都市計画道路見直し事業 14,019

29 都市下水路整備事業 44,756

定住推進課 30 空家等対策推進事業 12,719

31 移住・定住対策事業 68,770

教育総務課 32 教育情報化推進事業 99,096

33 放課後児童健全育成事業 146,734

34
小学校空調設備整備事業
中学校空調設備整備事業

201,002

35 学校給食センター調理配送業務等民間委託事業 74,556

36 （新規）学校給食センター（仮称）改築事業 14,769

保育幼稚園課 37 保育所等整備補助事業 160,674

38 (新規）公立認定こども園整備事業 3,772

39 (新規）小城市立幼稚園空調設備整備事業 11,546

学校教育課 40 （新規）学校生活支援員事業 1,639

生涯学習課 41 牛津公民館管理事業 17,011

文化課 42 （新規）国指定重要文化財保存整備事業 5,940

所　　属

建設部

教育委員会



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【目的】
　夜間における犯罪発生の防止及び地域住民の通行の安全に資するとともに、二酸化炭素の排出量及び消費電
力の抑止を通じた地球環境への負荷の軽減を図る。

【内容】
　行政区が設置するLED防犯灯の経費に対してその一部を補助する。

【補助基準】
　・防犯灯の設置に係る器具及び柱等の費用の1/2（千円未満切捨て）
　・補助額の上限
　　　電柱共架方式： 10千円
　　　専用柱方式　： 40千円

  ※平成26年度以降、予算の範囲内で補助を行ってきたが、地区からの申請灯数が年々増加傾向にあった
　　ため、平成30年度から3年間で集中的に補助を行う。LED化推進の2年目。

　※平成30年度実績：82地区　487灯

4,500 514 5,014

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

役務費
負担金、補助
及び交付金

5,014

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

一般財源 合　　計

合　　計

14 5,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

514

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金

5,014 800 800 一般財源

事　業　費

29年度 30年度 31年度

800 800 事業費計 03,728

地方債

財
源
内
訳 その他

国庫支出金

3,000 4,500 4,500

県支出金

33年度 34年度

5,009 5,014 5,014

法令根拠 LED防犯灯設置事業補助金交付要綱

事業期間
平成26

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円） (決算) (決算見込み)

その他

（計画)

財
源
内
訳

一般財源 728 509

地方債

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1
一般 2 1 1 1149

犯罪防止の環境整備

32年度

新規事業 既存事業

予算事業名 LED防犯灯設置補助事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10
ひとりひとりの力を合わせて防
犯・防災安心して暮らせるまち

担当部課 総務部　防災対策課 施策名 2 防犯体制の充実
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

4,950 3,007

その他 7

事　業　費

14,139 22,096

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0

財
源
内
訳

2,451 5,625 402 9,900

一般財源 8,702 13,282

8,702 13,289

2,931 360 427 22,096

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬 その他 合　　計

事業費計

12,27914,139 12,279

職員手当等 共済費 委託料
使用料及び

賃借料
負担金、補助
及び交付金

12,279

22,096 12,286 12,286 12,286

一般財源

その他

県支出金

国庫支出金

3,007 7 7 7

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、国・県その他の公共機関と連携し、防災行政の整備及
び推進を図る。

【内容】
　・地域防災計画の修正・防災会議の開催、佐賀県総合防災訓練、災害対策本部設置・運営、防災体制の整
　　備（職員配置・時間外対応・防災気象情報システムの管理・避難所の確保等）
　・協議会負担金・県水難救済会負担金の支払い事務

　平成31年度
　防災ハザードマップ作成（9,900千円）
　・国・県から公表された浸水想定区域、土砂災害区域、地震震度区域等情報をもとに、ハザードマップの
　　見直しを図る。
　・A4版カラー冊子形式　20,000部作成（全世帯へ配布）
　・ハザードマップをWeb化してホームページ上に掲載

　※掲載情報予定
　・洪水、地震、津波、高潮ハザードマップ
　・防災関連啓発情報（避難情報、過去の災害、非常時持出品、情報収集手段、避難所等について）
　・1枚図差込を作成予定

【事業費の負担割合】
　県 1/2　市 1/2

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度

地方債

（計画・目標) （計画・目標)

国庫支出金

地方債

法令根拠 災害対策基本法、小城市災害対策本部条例、小城市地域防災計画

事業期間
平成17

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

4,950

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2 防災意識の啓発推進
一般 9 1 5 1159

新規事業 既存事業

予算事業名 防災対策事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10
ひとりひとりの力を合わせて防
犯・防災安心して暮らせるまち

担当部課 総務部　防災対策課 施策名 1 防災・減災体制の充実

- 2 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

市民みんなが観光ガイド！
ひとがひとを呼ぶまち

担当部課 総務部　総合戦略課 施策名 1 情報発信の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 ホームページ管理更新事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 9

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠

事業期間
平成17

広報媒体を使った情報提供
の充実一般 2 1 2 1289

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市民に便利で迅速なサービス、情報発信の手段としてホームページ運営維持管理を行う。
  より多くの方（市民、市外、県外の方）が利用しやすく、市の情報を取得しやすい環境を整え、情報発信の
充実を図る。

【内容】
　ホームページの円滑な運用を図るため、ホームページの更新、サーバ等の運用・保守管理を行う。

　平成31年度
　ホームページのシステム改修（4,926千円）
　・スマートフォン対応
　・翻訳機能の強化（外国人向け機能強化）
　・音声読み上げ機能の付加等（高齢者等に対応した機能付加）
　
　

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

7,423

一般財源 1,272 1,387 7,123 2,220

300 300 300 300

国庫支出金

合　　計

2,220 2,220 一般財源

その他 295 180

7,423

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 1,567 1,567 7,423 2,520 2,520 2,520 事業費計 0

合　　計

300 7,123 7,423

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 3 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

計画推進のための行政経営

担当部課 総務部　総合戦略課 施策名 3 健全な財政運営の推進

新規事業 既存事業

予算事業名 ふるさと納税推進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 行

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 小城市ふるさと応援基金条例、小城市ふるさと応援事業実施要綱

事業期間
平成20

歳入歳出の適正化
一般 2 1 6 885

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　ふるさと納税制度を活用して、まちづくりに資する財源確保と小城市を広くPRする。

【内容】
　ふるさと納税（寄附金）を一定額以上寄附された市外在住者に、寄附金額に応じ、お礼の品として「小城の
特産品」を送る。
　寄附金は、3つのメニュー（1.子ども・子育て・教育のまちづくり、2.健康・福祉のまちづくり、3.市長おま
かせコース）の中から寄附者にその使途を選択してもらい、それぞれの目的のための取組みに活用する。

　平成29年度　ふるさと納税（寄附金）受納実績額 1,829,750千円
　平成30年度　ふるさと納税（寄附金）受納見込額 2,000,000千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　 （1月末現在 1,794,312千円）
　平成31年度　ふるさと納税（寄附金）受納見込額 1,800,000千円

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

2,957 789,120 3,751 291,213

一般財源 452 69,325 62,500 60,000

報償費 需用費 役務費
使用料

及び賃借料
積立金

1,110,024 1,140,000 1,140,000 1,140,000

国庫支出金

その他 合　　計

60,000 60,000 一般財源

その他 1,187,266 1,260,139

2,156 80,010 3,317 1,172,524

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

賃金

事　業　費 1,187,718 1,329,464 1,172,524 1,200,000 1,200,000 1,200,000 事業費計 0

合　　計

1,110,024 62,500 1,172,524

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 4 -



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 総務部　総合戦略課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 子育てオフィス実証事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠 地域再生法、地域再生法施行令、地域再生法施行規則、地方創生推進交付金制度要綱

事業期間
平成30 平成31

子どもの安全な環境づくり
の推進一般 2 1 6 1374

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　若い世代の転出や出生率の低下による人口減少に歯止めをかけ、小城市まち・ひと・しごと創生総合戦略に
おける基本目標である「しごとができる小城づくり」・「子は宝を育む小城づくり」を実現するため、子育て
オフィスを整備し、その結果を実証しながら働き方改革を推進する。

【内容】
　母親が子どもと一緒に出勤できる託児スペースを備えた「子育てオフィス」を整備することで新たな働き方
のモデルを示し、総合戦略の推進とまちづくりの課題解決につなげる。

　平成30年度　子育てオフィス整備・運営事業
　　　　　　　・事業者選定
　　　　　　　・子育てオフィスの施設整備・運営

　平成31年度　子育てママ働き方改革地域貢献事業
　　　　　　　・OAスキル研修
　　　　　　　・接遇研修
　　　　　　　・働き方改革セミナー開催

【事業費の負担割合】
　国 50%　市 50%

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 14,467

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 9,900

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

3,040

一般財源 3,620 1,520

国庫支出金 12,947 1,520

合　　計

一般財源

その他 9,900

3,040

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

5,140

事　業　費 0 26,467 3,040 0 0 0 事業費計 29,507

合　　計

1,520 1,520 3,040

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 5 -



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 市民部　環境課 施策名 5 循環型社会の形成

新規事業 既存事業

予算事業名 天山地区共同環境組合事業（建設）
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

法令根拠 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、天山地区共同環境組合規約

事業期間
平成26 平成31

ごみ処理体制の充実
一般 4 2 2 1229

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　可燃ごみ焼却施設（クリーンヒル天山）の設置、維持管理に関する事務を共同処理するために、小城市・多
久市で一部事務組合（天山地区共同環境組合）を設置して事業を推進する。

【内容】
　可燃ごみ焼却施設（クリーンヒル天山）建設、維持管理及び運営を共同で行う。

  平成27年度　解体工事設計（屋外プール等）　環境影響調査　用地測量　地質調査
　平成28年度  解体工事（屋外プール等）　環境影響調査　事業者選定支援業務
　平成29年度　焼却施設建設工事設計等　用地・進入路造成工事
　平成30年度　焼却施設建設工事等
　平成31年度　焼却施設建設工事等
　平成32年度　供用開始予定

【事業費の負担割合】
　可燃ごみ焼却施設（クリーンヒル天山）建設に必要な費用を小城市と多久市で負担割合に応じて負担する。
　
　平等割 20%　各市 10%
　人口割 80%  直近の平成27年国勢調査人口：小城市 44,259人(55.32%) 多久市 19,749人(24.68%)
　合　計　　  小城市 65.32% 多久市 34.68%

【負担金の内容】
  ・組合運営費・・・・派遣職員人件費等、その他事務局運営費
  ・建設事業費・・・・施設建設に要する費用
　・地域振興費・・・・建設予定地区振興費

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 10,000

県支出金

地方債 54,400 704,300 1,628,900 地方債 2,455,700

財
源
内
訳

1,826,473

一般財源 111,375 143,872 197,573

国庫支出金

合　　計

一般財源

その他

1,826,473

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

537,329

事　業　費 165,775 848,172 1,826,473 0 0 0 事業費計 3,003,029

合　　計

1,628,900 197,573 1,826,473

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

43,499 45,000 83,944 172,443

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

128,944 128,944 一般財源

その他 50,000 65,800

172,443

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

事　業　費 165,089 175,216 172,443 172,443 172,443 172,443 事業費計 0

財
源
内
訳

55 7,680 161,208 3,500

一般財源 72,376 65,263 83,944 128,944

役務費 扶助費 繰出金

45,000

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

43,499 県支出金

地方債 地方債

44,153 43,499 43,499

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　子どもの医療費を助成することにより、その疾病の早期発見と治療を促進し、子どもの保健の向上と福祉の
増進を図る。

【内容】
　対　象　：0歳～中学生
　利用方法：受診時に、『子どもの医療費受給資格証』を医療機関に提示する定額一部払方式
　自己負担：入院の場合は、医療機関ごとに1か月1千円
　　　　　　通院の場合は、医療機関ごとに1か月500円×2回まで
　　　　　　調剤については、自己負担額なし

　・県外医療機関等を受診した場合は、保険診療一部負担金を支払い「子どもの医療費助成交付申請書」で市
　に申請し、後日、自己負担分を差引いて助成（支払還付方式）する。
　　ただし、市が指定した県外医療機関等については、0歳～小学校就学前の子どもは定額一部払方式により助
　成（現物給付方式）する。

【事業費の負担割合】
　0歳～小学校就学前の子どもの受診分　県 1/2　市 1/2
　小・中学生の受診分　市 10/10

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 42,713 43,499

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 佐賀県子どもの医療費助成事業補助金交付要綱、小城市子どもの医療費の助成に関する条例

事業期間
平成17

子育て関連情報の提供と相
談支援体制の充実一般 3 2 1 476

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 子どもの医療費助成事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6
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☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）病児保育施設整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠 子ども・子育て支援法

事業期間

子どもの安全な環境づくり
の推進一般 3 2 1 1408

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　病気の児童を適切な処遇が確保される施設において一時的に預かる病児保育施設を整備することにより、保
護者の仕事と生活の両立を支援するとともに、児童の健全育成を図る。

【内容】
　対象法人が実施する病児保育施設の整備に対し、補助金を交付する。
　（対象施設）　病児保育施設　１施設
　（対象経費）　病児保育施設整備に必要な経費
　（補助額）　　47,778千円
　

【事業費の負担割合】
　国 3/10　県 3/10　市 3/10　事業者 1/10
 

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

15,926財
源
内
訳

47,778

一般財源 6,926
9,000

国庫支出金 15,926

合　　計

一般財源

その他

47,778

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 47,778 0 0 0 事業費計 0

合　　計

15,926 15,926 9,000 6,926 47,778

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

（単位：千円）

※

みんなでささえあうやさし
いまち

担当部課 福祉部　高齢障がい支援課 施策名 2 高齢者福祉・介護の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 地域密着型サービス等整備助成事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 5

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 佐賀県地域医療介護総合確保基金事業（介護施設等整備事業）補助金交付要綱

事業期間
平成29

介護予防・生活支援の充実
一般 3 1 2 1352

県支出金 75,178 114,400

事業の概要（目的、内容等）

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

一般財源

その他

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

平成31年度事業費は、平成30年度からの繰越予定額39,200千円を含む。

その他

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 75,178 0 114,400 0 0 0 事業費計 0

財
源
内
訳

一般財源

合　　計

75,200 75,200

合　　計

75,200 75,200

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業費の負担割合】
　県 10/10

　※地域密着型サービス…住み慣れた地域を離れずに利用できるなど、利用者のニーズにきめ細かく対応でき
　るよう創設されたサービス。
　※小規模多機能型居宅介護…通いを中心に、随時訪問や宿泊サービスを組み合わせ、多機能な介護サービス
　を行う。

 
【目的】
　地域における医療・介護サービスの充実を図る。

【内容】
　地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律第4条に規定する都道府県計画に定める事業者
に対し施設整備の補助を行う。
　（対象施設）
　　認知症対応型グループホーム　　1施設（定員9人）
　　小規模多機能型居宅介護事業所　1施設（定員5人）
　（対象経費）
　　・地域密着型サービス施設等の整備に必要な経費
　　・介護施設等の施設開設準備経費

32,000
開設準備経費

（800千円×定員数）
7,200 4,000

計

対象施設
認知症対応型グループホーム
１施設（定員９人）

小規模多機能型居宅介護事業所
１施設（定員５人）

補助額

整備に必要な経費 32,000

39,200 36,000
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 福祉部　健康増進課 施策名 1
健康づくりと生涯スポーツ
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 健康マイレージ事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠 健康増進法、おぎ健康マイレージ事業実施要綱

事業期間
平成26

健康づくりの推進
一般 4 1 3 1109

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　健康診査の受診や市が実施する健康づくり教室等への参加及び日頃の運動習慣等の健康づくりへの取り組み
をポイント化し、生涯を通じた健康づくりを推進する。

【内容】
　20歳以上の市民を対象とし、健康づくりへの取り組みをポイント化し健康づくりを推進する。
　
　平成26年度～
　・特定健診やがん検診等の受診や、健康づくり事業への参加、自己目標の実践等を行った人に、ポイント
　　シールを配付
　・ポイントシールを3枚集めた人は、保健福祉センター利用券や健康グッズ（500円相当）と交換

　平成31年度追加
　・毎年受診することや、「おぎARK宣言」の普及のためウォーキングの実践を促し、市民が積極的に健康づく
  りに取り組むきっかけとなるよう、事業の充実を図る。
　①健診2年連続受診、または初受診や3年以上受診歴のない人で再受診した人に、ポイントシールを1枚配付
　②ウォーキングで、3か月間に75万歩（75歳以上は50万歩以上）を達成した人に、ポイントシールを1枚配付
　
　・ポイントシールを5枚集めた人に、市内の商工会議所、商工会の協力店で使える商品引き換え券（2,000円
　相当）と交換

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

704 32

一般財源 81 125 723 846

需用費

13

国庫支出金

合　　計

956 956 一般財源

その他 41 8

736

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報償費

事　業　費 122 133 736 846 956 956 事業費計 0

合　　計

13 723 736

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 福祉部　健康増進課 施策名 2 保健・医療の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 定期予防接種事業（A類疾病）
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 予防接種法

事業期間
平成17

疾病予防対策の推進
一般 4 1 3 1309

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　伝染の恐れがある疾病の発生及び蔓延を予防するため、法律に基づき予防接種を実施する。

【内容】
　法に基づく、集団予防、重篤な疾患予防を主な目的とする10種の定期予防接種

　平成31年度追加
　法改正に伴い、風しん抗体保有率が低い世代の男性を対象に加えて実施する。（2,282千円）

　＜抗体検査＞
　（対象者）
　　昭和37年4月2日から昭和54年4月1日までの間に生まれた男性
　（自己負担）
　　無料
　（実施方法）
　　抗体検査実施医療機関で検査
　 (事業費の負担割合）
　　国 1/2　市 1/2

　＜予防接種＞
　（対象者）
　　昭和37年4月2日から昭和54年4月1日までの間に生まれた男性で抗体検査の結果、陰性であった者
　（自己負担）
　　無料
　（実施方法）
　　接種実施医療機関で接種

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

690
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

690

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

72 249 1,634 94,001

一般財源 52,713 26,971 38,583 95,583

需用費 役務費 委託料 扶助費

57,000

国庫支出金 690

合　　計

95,583 92,971 一般財源

その他 40,039 66,000

317 96,273

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬

事　業　費 92,752 92,971 96,273 96,273 96,273 92,971 事業費計 0

合　　計

690 57,000 38,583 96,273

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

498 3,638 4,136

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

3,638 3,203 一般財源

その他 2,000 2,000

4,136

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

事　業　費 3,134 3,203 4,136 4,136 4,136 3,203 事業費計 0

財
源
内
訳

15 16 987 3,118

一般財源 1,134 1,203 3,638 3,638

役務費 委託料 扶助費

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

498 498

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　希望者が各自で受ける「任意予防接種」に対して助成を行うことで、ワクチン接種を受けやすくし、疾患を
予防する。

【内容】
　平成24年度～
　ロタウイルスワクチン接種費用の一部補助

　平成31年度追加
　風しんワクチン接種費用の補助（998千円）
　（対象者）

　　①妊娠を希望する女性で風しん抗体価が低い者※1

　　②風しん抗体価が低い妊婦の同居者※2で風しん抗体価が低い者※1

　　※1 HI抗体価8倍未満（抗体価なし）又は8倍・16倍以下（抗体不十分）
　　※2 風しん抗体価が低い妊婦と同居している夫（配偶者又はパートナー）、子、父母（義父母）、兄弟姉
　　　妹等を対象とする。ただし未就学児は除く。
　（自己負担）
　　無料
　（実施方法）
　　接種実施医療機関で接種

【事業費の負担割合】
　県 1/2　市 1/2

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 498

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 予防接種法

事業期間
平成24

疾病予防対策の推進
一般 4 1 3 1349

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 福祉部　健康増進課 施策名 2 保健・医療の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 任意予防接種費用助成事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4

- 12 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 2 水産業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 漁港維持管理事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 漁港漁場整備法、小城市漁港管理条例

事業期間
平成29

漁業生産基盤の充実
一般 6 3 1 1094

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　水産業の健全な発展及び水産物の供給の安定を図るため、漁港の維持管理を適正に行い、漁業者が安全に漁
業生産ができるよう管理する。

【内容】
　漁港の維持補修

　平成31年度
　・芦刈漁港区域内の浚渫（工事請負費　9,900千円）
　　5本の桟橋周辺の泥土の浚渫 V=約1000㎥
　・芦刈漁港機能保全計画策定（委託料　12,887千円）
　　水産業の基盤である漁港機能の施設の長寿命化や更新コストの縮減を図るため機能保全計画を策定する。

【事業費の負担割合】
　«浚渫»　県 25%　市 37.5%　漁協 37.5%

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

2,475財
源
内
訳

100 13,326 9,900

一般財源 291 3,531 17,139 539

委託料 工事請負費

3,712

国庫支出金

合　　計

539 539 一般財源

その他

23,326

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

事　業　費 291 3,531 23,326 539 539 539 事業費計 0

合　　計

2,475 3,712 17,139 23,326

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 13 -



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

68,249 8,281 28,686 105,216

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

31,030 一般財源

その他 6,669 5,316

105,216

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

150,069

事　業　費 79,962 54,894 105,216 107,602 107,601 0 事業費計 834,893

財
源
内
訳

104,930 286

一般財源 21,214 13,668 28,686 28,341

負担金、補助
及び交付金

8,281 6,630 6,630

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他 72,664

県支出金 298,810

地方債 地方債

35,910 68,249 72,631

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　生産効率を高め競争力のある農業を実現するためには、農地の汎用化等の基盤整備により、農地の構造改革
を推進することが不可欠であり、排水不良により水管理が困難な水田の乾田化による二毛作や転作の推進等、
営農環境の改善を図るため暗渠排水を整備する。

【内容】
　全体計画　暗渠排水整備(小城・牛津地区) A=436ha
　《基盤整備促進事業》
　・小城第2地区(平成25年度～平成33年度) A=383ha
　《農地耕作条件改善事業》
　・小城第4地区(平成31年度～平成33年度) A=53ha

　平成31年度
　・小城第2地区暗渠排水整備 A=28.71ha
　・小城第4地区暗渠排水整備 A=24.50ha

【事業費の負担割合】
　県　　　　　　67.5%(国 50%　県 17.5%)※既事業採択面積 400ha分は経過措置 県17.5%(通常15%)の対象
  受益者分担金　15千円/100m
　市　　　　　　県及び受益者分担金を除いた額

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 313,350

県支出金 52,079 69,941

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 農業基盤整備促進事業実施要綱、農地耕作条件改善事業実施要綱

事業期間
平成25 平成33

農業基盤整備の推進と経営
の安定強化一般 6 1 11 399

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 基盤整備促進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

- 14 -



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

合　　計

60,400 6,040 59,255 125,695

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

6,543 一般財源

その他 5,593

125,695

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

183,175

事　業　費 75,156 95,983 139,261 35,470 14,540 0 事業費計 389,416

財
源
内
訳

3,700 121,600 395

一般財源 38,157 44,262 65,411 15,962

平成31年度事業費は、平成30年度からの繰越予定額13,566千円を含む。

工事請負費
負担金、補助
及び交付金

7,167 1,773 727

国庫支出金 9,210

（計画・目標) （計画・目標)

その他 18,236

県支出金 165,605

地方債 地方債

46,128 66,683 17,735

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　農地・農業水利施設等の整備を地域の実情に応じて実施し、農業競争力の強化を図るため、農業用用水路を
整備する。

【内容】
　全体計画
　《農業基盤整備促進事業》
　・小城第3地区(平成27年度～平成31年度)
　　前満江水路、下右原パイプライン、東小松水路、北浦溜池承水路、原田水路
　・吉原地区(平成30年度～平成31年度)
　　吉原水路
　・三日月東部地区(平成29年度～平成31年度)
　　道辺水路:1路線、堀江水路:2路線、島溝水路:1路線
  《農業水路等長寿命化・防災減災事業》
　・三日月東部第2地区(平成31年度～平成33年度)
　　道辺水路:3路線、堀江水路:1路線、島溝水路:1路線
　
　平成31年度
　・小城第3地区用排水路整備　　 　 北浦溜池承水路 L=263.0m、原田水路 L=126.6m
　・吉原地区用排水路整備　　　　　 吉原水路 L=564.0m
　・三日月東部地区用排水路整備　　 島溝水路 L=78.0m
　・三日月東部第2地区用排水路整備　道辺水路 L=345.0m、島溝水路 L=150.0m
　

【事業費の負担割合】
　県　　　　　　50%(国 50%)
　受益者分担金　5%(水路)、20%(パイプライン)
　市　　　　　　県及び受益者分担金を除いた額

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 22,400

県支出金 27,789 7,270

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 農業基盤整備促進事業実施要綱、農業水路等長寿命化・防災減災事業実施要綱

事業期間
平成27 平成33

農業基盤整備の推進と経営
の安定強化一般 6 1 11 1004

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 農業基盤整備促進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

- 15 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

市民みんなが観光ガイド！
ひとがひとを呼ぶまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名 2 観光の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 地域観光資源活用空間創出事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 9

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠

事業期間
平成30

観光資源の磨き上げ
一般 7 1 4 1372

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城羊羹や鯉料理等を小城市の観光資源として位置づけ、官民が連携してイベントを行うことで、観光を軸
とした小売販売業やサービス業の振興に結びつける。

【内容】
  平成30年度に実施した「秋のさくらまつり」のアンケート結果や来場者の動向等を検証し、開催日や期間、
イベント内容等を変更して「第2回秋のさくらまつり」を実施する。
　また、他のイベントとの同時開催を検討し、幅広い年齢層の方に楽しんでいただけるよう引き続き商工会、
商工会議所、事業者との連携を強化し、地元産品の販売を促進すると同時にPRを強化することで観光収入の増
加を促す。

　平成31年度
　・特設テントでの物産展
　・体験巡りスタンプラリー
　・あったか鍋フェア
　・小城公園を会場としたイベント等
　・「男はつらいよ 第42作ぼくの伯父さん」ロケ30周年記念パネル展

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

160 230 33 1,750

一般財源 2,161 1,553

需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料

2,000

国庫支出金

合　　計

一般財源

その他 2,000

1,380 3,553

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報償費

事　業　費 0 4,161 3,553 0 0 0 事業費計 0

合　　計

2,000 1,553 3,553

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 16 -



☑ □

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【目的】
　三日月町四条区にある太鼓橋（市道熊寄・四条線）について、県営福所江河川部局改築事業による橋梁の架
替え計画に伴い、現況2.7ｍの車道幅を4.0ｍに拡幅することにより、交通網の充実と安全性の向上を図る。

【内容】
　太鼓橋の架替え調査・設計費と事業費の32.5%を負担する。

　平成31年度　調査設計費・工事費　88,345千円（市負担額　 28,712千円）
　平成32年度　工事費　　　　　　　19,655千円（市負担額 　 6,388千円）
　　　　　　　　　　　　事業費計 108,000千円（市負担額計 35,100千円）

26,000 2,712 28,712

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

28,712

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

一般財源 合　　計

合　　計

28,712

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

9,1002,712

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金

6,388 一般財源

事　業　費

29年度 30年度 31年度

26,000

0 0 事業費計 35,1000

地方債

財
源
内
訳 その他

国庫支出金

26,000

県支出金

33年度 34年度

0 28,712 6,388

法令根拠 地方財政法

事業期間
平成31 平成32

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円） (決算) (決算見込み)

その他

（計画)

財
源
内
訳

一般財源

地方債

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1
一般 8 2 1 1410

幹線道路の適切な維持管理

32年度

新規事業 既存事業

予算事業名 (新規)県営整備推進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2
安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

- 17 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 社会資本整備総合交付金事業（維持補修）
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成24

幹線道路の適切な維持管理
一般 8 2 2 990

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　適切な道路維持として、舗装補修を行うことで交通の円滑化を図り、住民や一般車両の安全を確保する。

【事業内容】
　市道の維持補修

　市道全路線で路盤調査を実施し、優先順位をつけて整備計画を立て事業を実施する。
　※交付金で行う舗装補修への適用が変更になったことから、平成31年度以降の交付金舗装補修については、
　公共施設等適正管理推進事業債を用いての維持補修事業と併せて整備を行っていく予定。

　平成31年度
　路面性状調査　市道全路線

【事業費の負担割合】
　平成31年度　国 52%　市 48%
　※割合は補助率50%を基本として毎年度変動

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

5,200 5,200
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

5,200

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

10,000

一般財源 29,563 27,009 15,840 4,800

平成31年度事業費は、平成30年度からの繰越予定額23,000千円を含む。

国庫支出金 10,336 29,260 17,160

合　　計

4,800 4,800 一般財源

その他

10,000

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 39,899 56,269 33,000 10,000 10,000 10,000 事業費計 0

合　　計

5,200 4,800 10,000

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 道路新設改良事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成25

幹線道路の適切な維持管理
一般 8 2 3 143

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　道路改良工事により一般車両、歩行者等の安全性と利便性を確保する。
　

【内容】
　市道の整備

　蒲原・永田線道路改良事業　≪実施期間：平成26年度～32年度≫
　　施工延長 L=446m（うち221.7mは佐賀土木事務所施工）
　　蒲原・永田線　道路拡幅、歩道設置
　　歩道設置L=128.3m整備予定　道路拡幅L=224.3m（歩道設置含む）
　　道路現況W=6.0m（車道6.0m）⇒計画幅員W=9.5m（車道W=6.5m、歩道W=1.5mの両側3.0m）
　平成26年度　道路詳細設計
　平成27年度　用地測量・補償費算定
　平成28年度　用地買収（登記）
　平成29年度　本体工事（県道北田部区間）
　平成30年度　本体工事（県道北区間）・水道管布設
　平成31年度　本体工事（県道南区間）・水道管布設
　平成32年度　水道管布設

　江津・柿樋瀬線改良事業　≪実施期間：平成31年度≫
　　離合困難な市道の路肩拡幅及び法面保護工事（施工延長L=約60m、幅員W=3.5 ⇒ 4.5m）
　平成31年度　本体工事

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 15,000 79,800 79,300 69,800 47,500 47,500 地方債

財
源
内
訳

251 409 124 35

一般財源 17,328 4,285 5,518 3,700

平成31年度事業費は、平成30年度からの繰越予定額4,535千円を含む。

需用費 役務費 委託料 工事請負費
補償、補填
及び賠償金

国庫支出金

その他 合　　計

2,500 2,500 一般財源

その他

60,000 19,000 464 80,283

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

旅費

事　業　費 32,328 84,085 84,818 73,500 50,000 50,000 事業費計 0

合　　計

75,000 5,283 80,283

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 社会資本整備総合交付金事業(新設改良)
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成25

幹線道路の適切な維持管理
一般 8 2 3 976

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　道路改良工事により一般車両、歩行者等の安全性と利便性を確保する。

【内容】
　市道の整備

　寺町･柳鶴線道路改良事業　≪実施期間：平成29年度～31年度≫
　　市道及び踏切改良　延長 L=約140.0m
　平成29年度  測量･設計
  平成30年度　用地買収、踏切本体改良工事(JR協定）
  平成31年度　市道部改良工事、踏切本体改良工事(JR協定）、補償等
　
  山彦･北浦線道路改良事業　≪実施期間：平成30年度～31年度≫
　　片側2ｍの歩道を設置 L=約100m
　平成30年度　道路設計、用地買収
　平成31年度　道路改良工事、補償等

  小城公園･本告線道路改良事業　≪実施期間：平成31年度～33年度≫
　　片側3ｍの歩道を設置 L=約100m
　平成31年度　測量･設計、補償調査
　平成32年度　補償(建物･用地）
　平成33年度　道路改良工事

【事業費の負担割合】
　平成31年度　国 57.2%　市 42.8%
　※割合は補助率50%を基本として毎年度変動

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

28,600 28,600
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

28,600

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 21,800 17,700 63,500 20,300 20,300 20,300 地方債

財
源
内
訳

9,920 51,420 5,200

一般財源 596 1,028 3,417 1,100

平成31年度事業費は、平成30年度からの繰越予定額89,808千円を含む。

工事請負費
補償、補填
及び賠償金

国庫支出金 23,520 25,030 89,431

合　　計

1,100 1,100 一般財源

その他

66,540

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託費

事　業　費 45,916 43,758 156,348 50,000 50,000 50,000 事業費計 0

合　　計

38,059 26,900 1,581 66,540

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 社会資本整備総合交付金事業(橋りょう補修）
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成26

幹線道路の適切な維持管理
一般 8 2 5 1008

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　橋りょうは架設工事を行ってから40年程度経過しており、劣化が進んでいる状態にある。その間部分的な補
修は行われてきたが、現在通行規制等一般車輌の往来にも支障をきたしている。
　このことから交通の円滑化を図るため橋りょう長寿命化計画にもとづき修繕を行う。
　

【内容】
　毎年行われている橋りょう定期点検で作成された健全性の診断結果をもとに、判定区分Ⅲ及びⅣと判定
された橋梁について5年以内に補修工事を行う。

　◎判定区分のⅠ～Ⅳに分類する場合の基本的な考え方
　　Ⅰ：監視や対策を行う必要のない状態
　　Ⅱ：状況に応じて監視や対策を行うことが望ましい状態
　　Ⅲ：早期に監視や対策を行う必要がある状態
　　Ⅳ：緊急に対策を行う必要がある状態

　
　平成31年度
　測量・調査・設計・積算　（西の谷橋）
　補修工事　（島田橋、牛王3号橋、中学校東橋、三ヶ島1号橋、江里山2号橋）

【事業費の負担割合】
　平成31年度　国 57.2%　市 42.8%
　※割合は補助率50%を基本として毎年度変動

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

46,800 46,800
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

46,800

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

5,500 75,000

一般財源 51,355 24,258 18,723 31,200

平成31年度事業費は、平成30年度からの繰越予定額23,992千円を含む。

工事請負費

26,000

国庫支出金 54,221 32,420 59,769

合　　計

31,200 31,200 一般財源

その他

80,500

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 105,576 56,678 104,492 78,000 78,000 78,000 事業費計 0

合　　計

42,900 26,000 11,600 80,500

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 21 -



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

336,050

工事請負費
補償、補填
及び賠償金

積立金

【目的】
　家庭や事業所から排出される汚水を浄化することで公共水域の水質保全を図ると共に、水洗トイレの設置に
より衛生的で快適な生活環境を創出するため下水道を整備する。

【内容】
　特定環境保全公共下水道事業により社会資本整備総合交付金の計画に基づき、211haを整備する。
　
　平成30年度まで
　・三日月浄化センター：全体計画処理能力8,220㎥/日（10池）のうち3,288㎥/日（4池）整備
　・全体計画処理面積211haのうち156.6ha整備

　平成31年度
　・下水道管渠工事（戊地内） L=168.5m
　・舗装復旧工事
　・三日月浄化センター建設工事（5池、6池）増設
　・三日月浄化センター施工監理業務（土木・建築）

【事業費の負担割合】
　国 50%（処理施設等の一部55%）
　市 50%（処理施設等の一部45%）

257,051 13,603 40,797 647,501

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料

2,000 5 647,501

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

一般財源 合　　計

合　　計

167,200

3,750

1,005 48 13,750 393 630,300

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

868,00040,797

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金

45,000 34,352 36,512 一般財源

事　業　費

29年度 30年度 31年度

99,984 263,439 336,050

440,000

7,240,000

535,800 304,800 事業費計 16,474,000

221,500 130,300

222,523

地方債

財
源
内
訳5,248 2,938 その他

国庫支出金 7,926,000

3,273 35,627 13,603

県支出金

102,100 197,439 257,051

33年度 34年度

505,610 647,501 386,000

法令根拠 下水道法

事業期間
平成13 平成42

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

274,700 135,050170,050

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円） (決算) (決算見込み)

その他

（計画)

財
源
内
訳

一般財源 17,166 9,105

地方債

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1
下水 1 2 2 276

下水道環境の整備

32年度

新規事業 既存事業

予算事業名 三日月処理区事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 4 下水処理の充実
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 4 下水処理の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 小城処理区事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 下水道法

事業期間
平成24 平成42

下水道環境の整備
下水 1 2 2 308

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　家庭や事業所から排出される汚水を浄化することで公共水域の水質保全を図ると共に、水洗トイレの設置に
より衛生的で快適な生活環境を創出するため下水道を整備する。

【内容】
　公共下水道事業により社会資本整備総合交付金の計画に基づき、323haを整備する。
　小城処理区の汚水は、仁俣中継ポンプ場を経て三日月浄化センター、牛津浄化センターへ送水する計画であ
る。

　平成30年度まで
　・仁俣中継ポンプ場：全体計画送水能力 7.57㎥/分（送水ポンプ5台）のうち、送水能力 2.95㎥/分（送水ポ
　　ンプ2台、1台予備）を整備
　・全体計画処理面積 323haのうち35.9ha整備

　平成31年度
　・幹線管渠工事 L=560.8m
　・枝線管渠工事（小城本町、久米、甘木地内） L=2,145.7m
　・舗装復旧工事
　・認可区域内の地質調査及び管渠詳細設計業務

【事業費の負担割合】
　国 50%　市 50%

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

95,000 65,000
財
源
内
訳

国庫支出金 4,441,000

県支出金

185,500

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 343,000

県支出金

地方債 325,200 169,889 225,187 195,100 99,900 68,300 地方債 4,481,000

財
源
内
訳

239 118 69,953 479

一般財源 48,293 21,390 27,212 45,516

平成31年度事業費は、平成30年度からの繰越予定額137,800千円を含む。

役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

補償、補填
及び賠償金

14,845 4,304 2,204 1,508

国庫支出金 328,447 146,161 161,850

積立金 合　　計

23,296 15,992 一般財源

その他 5,063 78,904

220,000 500 5 291,294

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

300,000

事　業　費 707,003 416,344 429,094 430,420 220,400 150,800 事業費計 9,565,000

合　　計

108,500 　 141,887 14,845 26,062 291,294

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　都市計画課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 牛津拠点地区市街地活性化推進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠

事業期間
平成28 平成35

地域の特性を活かした拠点
地区の形成と相互連携一般 8 5 1 1223

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市都市計画マスタープラン及び立地適正化計画の中で示される牛津駅周辺の拠点地区を対象とした「牛
津拠点地区市街地活性化基本構想」に基づき、都市再生整備計画事業を実施し、産学官民が一体となって牛津
拠点地区の市街地活性化を推進する。

【内容】
　・牛津拠点地区市街地活性化に係る基本構想の策定
　・基本構想に掲げる事業推進体制の構築、運営支援
　・各まちづくり事業推進のための各種計画作成、事業実施
　・基本構想及び各種計画を掲載した「都市再生整備計画」の策定、事業実施

　平成28年度　牛津拠点地区市街地活性化基本構想策定
　平成29年度　牛津駅周辺整備基本計画策定
　　　　　　　事業推進体制構築、運営支援
　　　　　　　まちの駅ネットワークの構築
　　　　　　　都市再生整備計画策定（平成30年度まで）
　平成30年度　推進体制の運営支援
　　　　　　　都市再生整備計画策定
　平成31年度～平成33年度　推進体制の運営支援
　　　　　　　　　　　　　都市再生整備計画に掲げる提案事業等の実施、支援
　平成34年度～平成35年度　都市再生整備計画に掲げる提案事業等の実施、支援
　
　※平成30年度当初予算主な事業からの変更内容
　　事業期間の延長及び事業費の見直し
　　・事業期間：平成28年度～平成32年度　→　平成28年度～平成35年度
　　・総事業費：71,216千円　→　144,780千円

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

7,090 4,816
財
源
内
訳

国庫支出金 38,799

県支出金

12,171

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

153 12,810 10,500

一般財源 24,459 22,345 12,610 14,292

委託料
負担金、補助
及び交付金

国庫支出金 10,853

合　　計

18,720 6,184 一般財源

その他

23,463

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬

105,981

事　業　費 24,459 22,345 23,463 26,463 25,810 11,000 事業費計 144,780

合　　計

10,853 12,610 23,463

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 24 -



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　都市計画課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 牛津まちなかにぎわい広場整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠

事業期間
平成30 平成35

地域の特性を活かした拠点
地区の形成と相互連携一般 8 5 1 1393

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　「都市再生整備計画」に掲げる基幹事業の一つとして、赤れんが館周辺にまちなかにぎわい広場を整備す
る。

【内容】
　・都市再生整備計画によるまちなかにぎわい広場の整備
　・回遊性向上を図るための総合案内板、誘導案内板の整備

　平成30年度　牛津赤れんが館周辺広場整備に係る測量調査
　平成31年度　牛津赤れんが館周辺広場の設計、用地買収等
　平成32年度　牛津赤れんが館周辺広場整備
　平成34年度　総合案内板、誘導案内板の設計
　平成35年度　総合案内板、誘導案内板の整備

　※平成30年度当初予算主な事業からの変更内容
　　事業期間の延長及び事業費の見直し
　　・事業期間：平成30年度～平成32年度　→　平成30年度～平成35年度
　　・総事業費：124,960千円　→　149,217千円

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

1,784
財
源
内
訳

国庫支出金 65,351

県支出金

25,422

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 28,600 地方債 28,600

財
源
内
訳

6,000 39,483 9,034

一般財源 2,700 1,603 31,578

公有財産
購入費

補償、補填
及び賠償金

国庫支出金 24,314

合　　計

2,216 一般財源

その他

54,517

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

55,266

事　業　費 0 2,700 54,517 57,000 0 4,000 事業費計 149,217

合　　計

24,314 28,600 1,603 54,517

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 25 -



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　都市計画課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 牛津駅周辺整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠

事業期間
平成29 平成35

地域の特性を活かした拠点
地区の形成と相互連携一般 8 5 1 1394

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　「都市再生整備計画」に掲げる基幹事業及び関連事業として、牛津駅周辺を整備する。

【内容】
　・都市再生整備計画による市道牛津駅前線の高質化
　・都市再生整備計画と連携・連動した牛津駅の機能性強化

　平成29年度　牛津駅周辺整備基本計画策定（牛津拠点地区市街地活性化推進事業）、JR協議
　平成30年度　牛津駅周辺整備に係る測量調査
　平成31年度　牛津駅の機能性強化に係るＪＲ協議
　平成32年度　市道牛津駅前線の設計及び牛津駅の機能性強化に係るＪＲ協議（継続）
　平成33年度　市道牛津駅前線の高質化工事及び牛津駅の機能性強化に係るＪＲ協議（継続）
　平成34年度　牛津駅の機能性強化に係る覚書締結、設計委託
　平成35年度　牛津駅の機能性強化に係る整備工事委託

　※平成30年度当初予算主な事業からの変更内容
　　事業期間の延長及び事業費の見直し
　　・事業期間：平成30年度～平成34年度　→　平成29年度～平成35年度
　　・総事業費：1,561,674千円　→　449,270千円

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

15,610
財
源
内
訳

国庫支出金 17,840

県支出金

2,230

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

502

一般財源 9,764 502 3,272

国庫支出金

合　　計

19,892 200,000 一般財源

その他

502

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

431,430

事　業　費 0 9,764 502 5,502 35,502 200,000 事業費計 449,270

合　　計

502 502

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 26 -



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　都市計画課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 牛津子育て支援集合住宅整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律

事業期間
平成30 平成61

地域の特性を活かした拠点
地区の形成と相互連携一般 8 5 1 1395

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　「都市再生整備計画」に掲げる基幹事業及び関連事業として、まちなかの人口維持を図るため、PPP/PFI事業
による子育て支援集合住宅及び進入路を整備する。

【内容】
　・都市再生整備計画と連携・連動したPPP/PFI事業を活用した子育て支援集合住宅の整備
　・子育て支援集合住宅の整備にあわせて、アクセス確保のための市道拡幅

　平成30年度　　　PPP/PFI事業の導入検討
　平成31年度　　　事業用地の測量調査、用地買収、建物補償等
　　　　　　　　　市道牛津駅前線支線2号線設計、一部工事
　　　　　　　　　PFI事業実施のための諸手続き
　平成32年度　　　社会資本整備総合交付金（地域住宅計画に基づく事業）を活用した集合住宅建設
              　　市営牛津団地を含めた公共施設の包括管理の検討
　平成33年度以降　子育て支援集合住宅及び市営牛津団地の包括管理運営

　※平成30年度当初予算主な事業からの変更内容
　　事業期間の延長及び事業費の見直し
　　・事業期間：平成30年度　→　平成30年度～平成61年度
　　・総事業費：15,000千円　→　1,878,500千円

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

4,617 4,617
財
源
内
訳

国庫支出金 671,660

県支出金

547,582

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 867,570

県支出金

地方債 26,400 地方債 26,400

財
源
内
訳

33,000 29,500 59,000 40,000

一般財源 95,352 9,418

工事請負費
公有財産
購入費

補償、補填
及び賠償金

8,010 29,640 29,640

国庫支出金 31,738

合　　計

5,743 5,743 一般財源

その他

161,500

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

312,870

事　業　費 0 0 161,500 557,000 40,000 40,000 事業費計 1,878,500

合　　計

31,738 26,400 8,010 95,352 161,500

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　都市計画課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 道路網及び都市計画道路見直し事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠 都市計画法

事業期間
平成30 平成32

国・県道へ接続する道路交
通網の整備・充実一般 8 5 2 1398

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　将来の都市構造を実現し、円滑な都市交通と良好な都市環境を形成するため、上位計画やマスタープラン等
と整合をとり、都市の将来像や都市交通の目標、土地利用計画への対応などに配慮した骨格的な道路網を検討
する。
　また、都市計画道路計画決定から長期間が経過し、都市計画道路を取り巻く環境が大きく変化してきている
ことから、直近に策定した「小城市立地適正化計画」や上位計画等との整合を図りながら、長期間未着手と
なっている計画道路について「佐賀県長期未着手都市計画道路見直しガイドライン」に基づき見直しを行う。

【内容】
　・都市計画基礎調査（平成29年度完了）や各種計画等と整合した小城市都市計画区域全体の骨格的な道路網
　の検討
　・長期未着手都市計画道路の見直し

　平成30年度　現況把握、将来道路網整備基本方針（案）の検討、交通量調査推計
　平成31年度　都市計画道路の見直し、都市計画道路変更（素案）作成
　平成32年度　関係機関協議、住民説明会、都市計画決定変更図書作成

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

14,019

一般財源 2,876 16,673 14,246

平成31年度事業費は、平成30年度からの繰越予定額2,654千円を含む。

国庫支出金

合　　計

一般財源

その他

14,019

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

33,795

事　業　費 0 2,876 16,673 14,246 0 0 事業費計 33,795

合　　計

14,019 14,019

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

ひとりひとりの力を合わせて防
犯・防災安心して暮らせるまち

担当部課 建設部　都市計画課 施策名 1 防災・減災体制の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 都市下水路整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

法令根拠 小城市下水道条例

事業期間
平成30 平成32

危機管理対策の充実
一般 8 5 5 1370

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　中川都市下水路の下町交差点付近における排水排除の問題解消を図り、安全・安心なまちづくりと良好な市
街地整備改善を推進する。

【内容】
　下町交差点北西（佐賀銀行小城支店東）　延長約40mの暗渠から開渠への整備

　平成30年度　調査・設計
　平成31年度　用地買収、家屋補償
　平成32年度　開渠工事

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

4,756 40,000

一般財源 3,200 44,756 30,000

補償、補填
及び賠償金

国庫支出金

合　　計

一般財源

その他

44,756

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

公有財産
購入費

77,956

事　業　費 0 3,200 44,756 30,000 0 0 事業費計 77,956

合　　計

44,756 44,756

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 29 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　定住推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 空家等対策推進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

法令根拠
空家等対策の推進に関する特別措置法、小城市空家等の適切な管理及び活用の促進に関する条
例、小城市空家等の適切な管理及び活用の促進に関する条例施行規則

事業期間
平成28

住宅地の整備や良質な住ま
いづくりの促進一般 8 5 1 1043

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　近年増加する空家等の問題に対し、地域住民の生活環境の保全を図るため、空家等の適切な管理や利活用を
促進するとともに、周囲に迷惑をかけている危険な空家等を減らすことにより、良質なまちづくりを目指す。

【内容】
　空家等対策の推進
　　小城市空家等対策協議会の開催
　　空き家相談会の開催

　適切な管理の促進
　　空家等の適切な管理の周知
　　適切な管理が行われていない空家等に対する特措法や条例及び空家等対策計画に基づく措置等の実施
　　・助言、指導→勧告→命令、公表→代執行
　　・緊急安全措置の実施

　活用の促進
　　空き家バンクの運営

　平成31年度
　除却の促進
　　危険空き家等除却費補助金の交付
　　・下記①から③のいずれかに該当する空家等を除却する経費に対する補助
　　 ①昭和56年5月31日以前の旧耐震基準で建築された空家等
　　 ②住宅地区改良法に規定する不良住宅と判定された空家等
　　 ③特措法に基づき市が認定した特定空家等
　　 （①③補助対象経費の1/2、上限50万円　②補助対象経費の4/5、上限100万円）

【事業費の負担割合】
　危険空き家等除却費補助金　②に該当する空家等のみ　国 50%　市 50%

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

500 500
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

500

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

123 207 174 44

一般財源 3,897 2,332 5,819 5,819

平成31年度事業費は、平成30年度からの繰越予定額〇千円を含む

旅費 需用費 役務費 委託料 工事請負費

6,400 1,100 1,100 1,100

国庫支出金 711 661 500

負担金、補助
及び交付金

合　　計

5,819 5,819 一般財源

その他 216

699 6,401 5,071 12,719

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬

事　業　費 4,608 3,209 12,719 7,419 7,419 7,419 事業費計 0

合　　計

500 6,400 5,819 12,719

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

28,000 10,620 68,770

68,770

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

30,150

0 事業費計 202,402

平成31年度事業費は、平成30年度からの繰越予定額〇千円を含む

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

旅費 需用費 役務費
使用料及び

賃借料
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 54,364 64,959 68,770 0 0

合　　計

423 100 1,076 171 67,000

一般財源 28,975 10,228 10,620 一般財源 57,631

その他 29,000 28,000 その他 57,000

地方債 地方債

国庫支出金 87,771

県支出金 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金 25,389 25,731 30,150

34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

財
源
内
訳

【目的】
　定住人口の確保と地域の活性化を図るため、子育て世代等の定住を促進する。

【内容】
　・移住・定住希望者からの相談対応
　・情報発信、PR活動の充実
　　移住・定住ホームページの充実、定住対策等を集約した「定住ガイドブック」の作成・配布、東京都市圏
　での定住イベント・現地相談会への参加、福岡都市圏向けの定住促進の広報活動等
　・定住促進住宅取得奨励金の交付（平成28年7月1日から実施）
　（対象者）市内において自己名義の住宅を所有せず、住宅取得を行う者
　　　　　　新築住宅、建売住宅…50歳未満
　　　　　　中古住宅…65歳未満
　（金　額）定額300千円（子育て・三世代・市内業者施工について、それぞれ100千円の加算）
　・移住促進転入奨励金の交付（平成30年4月1日から実施）
　（対象者）就学、就業及び結婚等において、市外から市内に居住し、新たな生活を開始する者
　（金　額）200千円/件

事業の概要（目的、内容等）

法令根拠 小城市定住促進住宅取得奨励金交付要綱、小城市移住促進転入奨励金交付要綱

事業期間
平成28 平成31

住宅地の整備や良質な住ま
いづくりの促進一般 8 5 1 1051

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　定住推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 移住・定住対策事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

47,000 52,096 99,096

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

169,762 164,002 一般財源

その他 31,000 43,000

99,096

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

事　業　費 89,105 81,286 99,096 169,821 169,762 164,002 事業費計 0

財
源
内
訳

3,300 17,313 36,032 42,451

一般財源 58,105 38,286 52,096 169,821

役務費 委託料
使用料及び

賃借料

47,000

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　国の「教育情報化ビジョン」に基づき、市内小中学校の教育情報化を推進し、ICTの利活用により児童生徒の
資質・能力を高め、「生きる力」を醸成する。
　また、「校務の情報化」により学校運営を改善し、校務負担軽減を図る。

【内容】
　市内小中学校のICT機器等の環境整備及び維持管理を行う。

　教育情報基幹システム（グループウェア、校務支援システム等）の保守
　教育情報化機器（電子黒板、タブレット型端末等）の保守
　教育用ネットワークの維持管理
　ICT支援員等の人的支援

　平成31年度
　・教育情報基幹システムの更新
　・校務用パソコン、印刷機、プリンタ更新
　・データセンターを中心としたシステム等の保守

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 「教育情報化ビジョン」、小中学校学習指導要領

事業期間
平成24

学校教育の推進
一般 10 1 2 978

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 教育情報化推進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 放課後児童健全育成事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠
児童福祉法、小城市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例、小城市
放課後児童健全育成事業実施規則

事業期間
平成17

子どもの安全な環境づくり
の推進一般 10 1 3 742

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　女性の就労機会の増加や核家族化など家庭環境が変化する中、保護者が仕事と子育ての両立ができ、また放
課後に対象児童が安全で健やかに過ごせる居場所を提供することで児童の健全育成を図る。

【内容】
　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生に対し、授業終了後に遊びや生活の場を提供する。
　市内の8小学校内の余裕教室または専用施設で18クラブを開設

　平成27年度　11クラブ
　　　　　　　開設時間の延長（18時まで→19時まで）と土曜日の開設日を増加
　平成28年度　16クラブ（5クラブ増設）
　　　　　　　小学5年生までを受入れ、保護者負担金における追加料金の設定
　平成29年度  小学6年生までを受入れ、開設時間の延長
　　　　　  　・土曜日と学校休業日の開設時間の変更（8時30分から→8時から）
　　　　　　  ・利用対象児童の変更（小学1年生から小学5年生まで→小学1年生から小学6年生まで）
　平成30年度　18クラブ（2クラブ増設）

【事業費の負担割合】
　補助基準額に対して、国 1/3　県 1/3　市 1/3

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

40,841 40,841
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 34,566

40,841

40,841

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

40,841 県支出金

地方債 地方債

33,364 33,364 40,841財
源
内
訳

204 3,583 210 142,705

一般財源 36,482 53,271 56,492 52,559

需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料

23,514 23,231 23,231 23,231

国庫支出金 33,933 33,624 33,364

合　　計

52,559 52,559 一般財源

その他 24,061 24,614

32 146,734

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報償費

事　業　費 129,042 144,873 146,734 157,472 157,472 157,472 事業費計 0

合　　計

33,364 33,364 23,514 56,492 146,734

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

174,500 14,314 201,002

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

12,188

合　　計

9,580 191,422 201,002

平成31年度事業費は、平成30年度からの繰越予定額168,512千円を含む。

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料 工事請負費

事　業　費 0 131,970 369,514 0

財
源
内
訳

一般財源 5,807 16,901

その他

地方債 104,700 302,100

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

一般財源

県支出金

71,976

22,708

0 0 事業費計 501,484

406,800地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 21,463 50,513

その他

5,605 7,513
45,118 109,508 154,626

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

事 業 費 0 86,852 260,006 346,858 0

財
源
内
訳

一般財源 3,599 11,596 15,195

125,000
その他
地方債 68,300 213,500 281,800 36,700 88,300

国庫支出金 14,953 34,910 49,863 6,510 15,603

1,908

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　夏季・冬季における児童・生徒の健康面や衛生面への配慮と、授業に集中できる学習環境を整える。

【内容】
　市内小中学校の全ての普通教室等に空調設備を設置する。
　
　（予算事業名）　　　　　　（予算科目名）
　小学校空調設備整備事業　/　一般会計　款10 項2 目1 事業1389
　中学校空調設備整備事業　/  一般会計　款10 項3 目1 事業1390
　
　・平成30年度　　設計・施工一括発注方式による業者選定
　・平成30年度～平成31年度
　　　　　　　　　設計業務、施工監理業務、空調設備整備工事

　・設置教室数　　（小学校）105教室（中学校）48教室　（全体）153教室

事業費の推移
（単位：千円）

小学校空調設備整備事業 中学校空調設備整備事業
平成29年度 平成30年度 平成31年度 計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 計

22,113
県支出金

法令根拠
義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律、学校教育法施行規則、小学校設置基準、
中学校設置基準

事業期間
平成29 平成31

施設・設備環境の整備予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名
小学校空調設備整備事業
中学校空調設備整備事業

第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

　

合　　計

74,556 74,556

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

56,430 一般財源

その他

74,556

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

207,754

事　業　費 0 1,528 74,556 75,240 56,430 0 事業費計 207,754

財
源
内
訳

74,556

一般財源 1,528 74,556 75,240

　

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　学校給食法に基づき、児童生徒に安全で栄養に考慮した学校給食を提供するため、効率的な財政運営も含め
事業の全般的な見直しに取り組み、現在の小城給食センターの業務のうち調理・配送業務の民間委託を実施す
る。

【内容】
　・給食の調理及び配送業務の民間委託
　・小城給食センター受配校8校（小学校4校　中学校2校　幼稚園2園）約2,500食

　＜委託する業務＞
　　調理・配缶・洗浄・清掃・配送

　＜市及び県栄養職員で行う業務＞
　・献立の作成
　・食材の購入（地産地消）
　・調理の検査・検食
　・食育のための教育指導
　・給食施設の管理

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 地方教育行政の組織及び運営に関する法律、学校給食法

事業期間
平成30 平成33

子どもたちの体づくり
一般 10 6 3 1367

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 学校給食センター調理配送業務等民間委託事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6
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☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）学校給食センター（仮称）改築事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 学校給食法、学校給食衛生管理基準

事業期間

施設・設備環境の整備
一般 10 6 3 1368

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
 学校給食法に基づき、児童生徒に安心で安全な給食を提供することを目的として、老朽化及び学校給食衛生管
理基準に適合していない現在の給食施設を集約化した新給食センターを建設する。

【内容】
　事業方式について、効率的な財政運営や民間活力の導入も含めて検討するため、PFI導入可能性調査を実施
し、併せて給食センター建設候補エリアの測量を実施する。

　平成31年度
　・PFI導入可能性調査
　・候補エリア測量

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

14,769

一般財源 5,769
9,000

国庫支出金

合　　計

一般財源

その他

14,769

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 14,769 0 0 0 事業費計 0

合　　計

9,000 5,769 14,769

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 36 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 保育所等整備補助事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 子ども・子育て支援法、小城市保育所等施設整備事業費補助金交付要綱

事業期間
平成28

施設・設備環境の整備
一般 3 2 1 1046

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市内私立保育所等の新設、改修、改造、防犯対策強化等の施設整備を行い、市内の保育ニーズへの対応と安
全かつ安心な保育の環境を確保し、より良い環境での保育を行うとともに待機児童の解消を図る。

【内容】
　①私立保育園等にかかる防犯対策強化整備事業
　　防犯カメラ設置：牛津ルーテルこども園 1,500千円×3/4(補助率）＝1,125千円
　②私立保育園施設整備事業
　　私立保育園施設整備：私立保育園(新規予定） 209,252千円×3/4(補助率）＝156,939千円
　③私立保育園等にかかる事故防止推進事業
　　午睡センサー及びタブレット等の導入補助：市内私立園（保育所、認定こども園、小規模保育所）
　　30千円/人当たり(交付額）× 87人(0歳児定員）＝2,610千円

【事業費の負担割合】
　①私立保育園等にかかる防犯対策強化整備事業
　　国 1/2  市 1/4　事業者 1/4
　②私立保育園施設整備事業
　　国 1/2  市 1/4　事業者 1/4
　③私立保育園等にかかる事故防止推進事業
　　国 1/2  市 1/2　（上限30千円/人）

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 18,800 49,600 地方債

財
源
内
訳

160,674

一般財源 1,092 1,257 4,393

国庫支出金 2,185 158,956 106,681

合　　計

一般財源

その他 8,000

160,674

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 3,277 187,013 160,674 0 0 0 事業費計 0

合　　計

106,681 49,600 4,393 160,674

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 37 -



☑ □

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 (新規）公立認定こども園整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

事業期間
平成31 平成32

施設・設備環境の整備
一般 3 2 1 1405

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　三日月幼稚園を認定こども園化することにより、保育利用の保護者ニーズに応える。

【内容】
　三日月幼稚園を認定こども園として整備する。

　平成31年度
　認定こども園移行に伴う改修工事にかかる設計委託

　平成32年度
　認定こども園移行に伴う改修工事
　・自園調理のための調理室新設及び厨房設備・備品整備
　・未満児用保育室への改修整備（調乳室・ほふく室等・未満児用トイレ等の改修、空調設備の設置）
　・職員用トイレの増設など

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

3,772

一般財源 3,772 89,505

国庫支出金

合　　計

一般財源

その他

3,772

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

93,277

事　業　費 0 0 3,772 89,505 0 0 事業費計 93,277

合　　計

3,772 3,772

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 (新規）小城市立幼稚園空調設備整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 小城市立幼稚園の管理及び運営に関する規則

事業期間

施設・設備環境の整備
一般 10 4 1 1406

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市立幼稚園（晴田幼稚園・三日月幼稚園）に空調設備を整備することにより、保育環境の充実を図る。

【内容】
　市立幼稚園（晴田幼稚園・三日月幼稚園）に空調設備を整備する。

　晴田幼稚園
　・空調設備整備（保育室 3部屋）及び動力容量変更工事
　　事業費 3,851千円

　三日月幼稚園
　・空調設備整備（保育室 6部屋）工事　※既設キュービクル使用
　　事業費 7,695千円

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

11,546

一般財源 3,546
8,000

国庫支出金

合　　計

一般財源

その他

11,546

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 0 0 11,546 0 0 0 事業費計 0

合　　計

8,000 3,546 11,546

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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☑ □

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

817 4 818 1,639

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

818 818 一般財源

その他

1,639

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

共済費

事　業　費 0 0 1,639 1,639 1,639 1,639 事業費計 0

財
源
内
訳

239 1,400

一般財源 818 818

賃金

4 4 4 4

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

817 県支出金

地方債 地方債

817 817

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　生徒が豊かな学校生活を送り、安心して教育を受けられるよう、環境を整備し、不登校生徒に対する教育の
機会確保のため、学校復帰の兆しがある不登校生徒に対し、適切な支援を行い学校復帰をめざす。

【内容】
　市内中学校に学校生活支援員（1人）を配置する。

　学校生活支援員の業務
　・中学校別室に常駐し、不登校生徒及び不登校傾向生徒に教室復帰をめざすための支援を行う。
　・支援内容は、学校が主体となり生徒の実態にあった計画に基づく活動を行う中で、学習活動の支援や相談
　活動を行う。
　・集団生活への適応指導や社会生活に適応できるための助言及び援助を行う。

【事業費の負担割合】
　県 1/2（上限850千円）
　市 1/2

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 817

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 学校教育法

事業期間
平成31

相談・支援体制の充実
一般 10 1 2 1412

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 4

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　学校教育課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）学校生活支援員事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

1,236 15,775 17,011

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

工事請負費 合　　計

13,800 13,800 一般財源

その他 1,396 1,074

6,527 1,074 108 17,011

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬

事　業　費 17,670 15,002 17,011 107,383 15,000 15,000 事業費計 0

財
源
内
訳

2,520 8 6,467 307

一般財源 16,274 13,928 15,775 106,183

共済費 需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料

1,236 1,200 1,200 1,200

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　牛津公民館の施設及び設備機器等の維持管理と整備充実を図り、市民へ生涯学習の場を提供する。

【内容】
　牛津公民館の清掃、空調、警備などの保守業務の委託及び、修繕や交換等を適正に実施し利用者が安全で快
適に利用ができるような管理を行う。

　平成11年度の改修工事から20年を経過し、老朽化による空調設備更新

　平成31年度　空調設備改修工事に係る設計（2,404千円）
　平成32年度　空調設備改修工事

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標)

法令根拠 社会教育法

事業期間
平成17

生涯学習環境・活動の充実
一般 10 5 2 1277

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 教育委員会　生涯学習課 施策名 3 生涯学習の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 牛津公民館管理事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4
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☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

歴史、文化と歩んでいく自
然豊かなまち

担当部課 教育委員会　文化課 施策名 2
歴史の継承、文化・芸術の
振興

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）国指定重要文化財保存整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 3

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

法令根拠
文化財保護法、佐賀県文化財保護条例、佐賀県文化財保護条例施行規則、小城市文化財保護条
例、小城市文化財保護条例施行規則

事業期間

文化財の適正な保存
一般 10 5 5 1402

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市内に所在する国指定文化財重要文化財の維持管理・周辺環境を整備することによって文化財を後世へ残
す。

【内容】
　国指定重要文化財保存のための収蔵施設整備への補助を行う。
　
　平成31年度
　自然災害や経年劣化によって屋根及び外周壁面に劣化がみられる国指定重文化財の収蔵施設（牛津町谷の常
福寺に残る国重要文化財「木造薬師如来坐像」及び「木造帝釈天立像」の収蔵施設）の修理への補助

【事業費の負担割合】
　国 7/10　県 1/10　市 1/10　所有者 1/10
　総事業費6,600千円

事業費の推移
（単位：千円）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

660財
源
内
訳

5,940

一般財源 660

国庫支出金 4,620

合　　計

一般財源

その他

5,940

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 5,940 0 0 0 事業費計 0

合　　計

4,620 660 660 5,940

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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